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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 
４－１ プロジェクトの効果 

 
（１）直接効果 
① 学習環境の改善 
本プロジェクトを通じて新たに 404 教室が建設されることで、既存教室の約 20％を占め

る老朽化した木造仮設校舎が建て替えられるとともに、生徒収容力が増大し、対象校にお

ける 1 教室あたりの生徒数1が 107.4 人から 34.2 人に減少し学習環境が改善される。また、

全ての対象校に校長室及び教材室が整備されることで、より良好な環境における授業実施

が可能となる。 
 
② 全日制授業の実施 

本プロジェクトの実施により教室不足が改善され、特に二部制授業を強いられていた対

象校において全日制での授業実施が可能となる。これに伴い、対象校における全日制授業

の実施可能なクラス数の割合2が 31.75%から 99.2％に改善される。 
 
③ 衛生環境の改善 
本プロジェクトにおいて、各対象校の教室数に応じて適切な数量と設備を備えた便所施

設を整備することにより、プロジェクト対象校における便所の不足が緩和され、対象校の

衛生環境が改善される。 
 
④ 施設維持管理技術の習得 
ソフト・コンポーネントの導入により、各プロジェクト対象校では学校施設の使用・維

持管理に係る重要性を理解し、適切な維持管理方法を習得する。さらには、適切な維持管

理活動が実施されることによって、本プロジェクトによる施設のみならず既存施設の持続

的な使用が可能となり、長期的にはメンテナンス費用負担が軽減される。 
 
（２）間接効果 

地域社会による施設利用 
本プロジェクトにより建設される施設は基礎教育施設としてのみならず、成人教育や識

字教育などの社会教育活動、その他のコミュニティー活動といった教育以外の目的への活

用が可能であり、地域社会への貢献が期待される。 

                                                   
1 １教室数当たりの生徒数＝全生徒数÷使用可能教室数 
2 全日制授業が実施可能なクラスの割合：全教室数÷適正クラス数、 適正クラス数＝全生徒数÷35 人 
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４－２ 課題・提言 

本プロジェクトは、その裨益効果が十分期待できるとともに、広く住民の BHN の向上に

寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して我が国の無償資金協力を実施

することの妥当性が確認される。しかしながら、より大きな裨益効果を達成するためにベ

国側は以下の課題に取り組む必要がある。 

 
（１）全日制への対応 
ベ国の初等教育の就学状況は高いレベルにあるが、今後全日制授業の採用に伴い、農村

部や貧困層では仕事の担い手である児童が授業時間の増加に対応できず、その結果として

教育の機会均等が階層間において阻害される事が懸念される。このためベ国側は、特に農

村部や貧困層を対象に全日制授業採用がもたらす可能性のある弊害を除去するための対策

を考えていく必要がある。 
また、各対象校において全日制授業が円滑に導入、定着するためには、本計画による施設

不足の改善に加え、①必要十分な数の教員の確保、及び②全日制に関する生徒、保護者及

び地域社会の理解が必須となる。このため、政府レベルにおいては、特に課題となってい

る教科教員数の増員に対応するため新規教科教員の養成や現職全科教員から教科教員への

転向支援を行うと共に、各省及び学校レベルにおいては学校運営についての検討や関係者

に対する宣伝活動の実施など、全日制導入に関する体制整備が必要である。 
 
（２）適切な維持管理活動の実施 
計画対象校では、維持管理活動が予防的な観点から定期的・組織的に行なわれている様

子はなく、ほとんどの学校は施設に何らかの問題が生じた際に、その場限りの対応を行っ

ている。したがって本プロジェクトにより供与される施設及び既存の学校施設が継続的・

長期的に活用されるためには、適切な形で維持管理活動が行なわれる必要があり、こうし

た活動を支えるための校内組織の強化、学校と住民の連携強化と意識改革を図っていくこ

とが望ましい。 
 
（３）独自の学校施設整備に当っての留意事項 

ベ国では、地域住民が人民委員会に働きかけ、不足している教室を自力で建設するなど

の努力が各地で行われている。ベ国側が独自に教育施設建設を推進するに当たっては、就

学者数の将来予測をしっかりと行い、各省の教育訓練局、各郡の教育訓練事務所との連絡

を密にするだけでなく、このような地域住民による主体的な取り組みも十分視野に入れて、

本計画を初めとするドナーによる教室建設計画と整合性を保つよう注意を払う必要がある。 
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４－３ プロジェクトの妥当性 
 
本プロジェクトは、４－１に記した効果が期待でき、また以下の理由より、我が国の無

償資金協力による協力対象事業の実施が妥当であると判断される。 
 
① 本プロジェクトの裨益対象は、計画対象であるバクザン、タイグェン、トゥエンクワン、

フートー省の貧困家庭の住民、生徒、教員を含む一般の国民である。 
② 本プロジェクトのプロジェクト目標は北部山岳地域における学習環境の改善であり、我

が国無償資金協力の BHN、教育及び人造りといった目的に合致する。 
③ 本プロジェクトは、低コストで堅固な必要最低限の学校施設である教室、便所、校長室、

教材室を供与するものであり、ベ国側が運営・維持管理を行うにあたり、過度に高度な

技術を必要とせず、独自の資金と人材、技術でまかなうことができる。 
④ 本プロジェクトは、ベ国が『教育開発戦略計画 2001－2010』や『包括的貧困削減・成

長戦略』にて将来目標としている 2010 年までの全日制の導入の達成に資するものであ

る。 
⑤ 本プロジェクトは、投資に対する長期的かつマクロ的観点からの経済効果は期待される

ものの、プロジェクト実施に伴う直接的な収益をあげるものではない。 
⑥ プロジェクト実施に伴う環境に対する負の影響がほとんど無い。 
⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトへの実施が可能であ

る。 
 
 
４－４ 結論 
 
本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されるとともに、広く住民の BHN の

向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協

力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェクトの運営・維持管理につ

いても、相手国側の体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えられる。かつ、４－２

に示した課題・提言が改善・実施されれば、本プロジェクトの目標は効果的に達成しうる

と考えられる。 
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資料-１

１．調査団員名簿 
 
基本設計調査団 （平成 14 年 8 月 4 日～平成 14 年 9 月 17 日） 

 

１. 総括： 松島 正明 JICA無償資金協力部業務第1課

2. 無償資金協力： 杉崎 友信 外務省無償資金協力課 

3. 計画管理： 渋谷 有紀 JICA無償資金協力部業務第1課

4. 業務主任／建築計画： 横山 章 株式会社毛利建築設計事務所 

5. 教育環境／社会環境： 倉田 知幸 株式会社毛利建築設計事務所 

6. 建築設計１／運営維持管理計画： 吉澤 博幸 株式会社毛利建築設計事務所 

7. 建築設計２： 稲垣 豊 株式会社毛利建築設計事務所 

8. 施工・調達計画／積算： 日野 勝 株式会社毛利建築設計事務所 

9. 業務調整： 平田 万由里 株式会社毛利建築設計事務所 

10. 施工・調達計画／積算２（自主補強）： 一番ヶ瀬 佳昭 株式会社毛利建築設計事務所 

 

 

 
第１次基本設計概要説明調査団 （平成 15 年 1 月 9 日～平成 15 年 1 月 18 日） 

 

１. 総括： 白川 浩 JICA ベトナム事務所 

2. 業務主任／建築計画： 横山 章 株式会社毛利建築設計事務所 

3. 建築設計１／運営維持管理計画： 吉澤 博幸 株式会社毛利建築設計事務所 

4. 業務調整／教育・社会環境： 平田 万由里 株式会社毛利建築設計事務所 

 

 
第２次基本設計概要説明調査団 （平成 15 年 8 月 10 日～平成 15 年 8 月 16 日） 

 

１. 総括： 菊池 文夫 JICA ベトナム事務所 

2. 業務主任／建築計画： 横山 章 株式会社毛利建築設計事務所 

3. 建築設計１／運営維持管理計画： 一番ヶ瀬 佳昭 株式会社毛利建築設計事務所 

 



２．調査行程

２－１　基本設計調査・現地調査日程

a b c d e f 自主補強

日時

横山章 倉田知幸 吉澤博幸 稲垣豊 日野勝 平田万由里 一番ヶ瀬佳昭

11日間 45日間 30日間 45日間 30日間 35日間 30日間

8/3 土
東京→ハノイ

1 8/4 日 -
東京→ハノイ 東京→ハノイ 東京→ハノイ 東京→ハノイ

2 8/5 月
aに同行

ワークショップ準備

3 8/6 火 同上

4 8/7 水
ワークショップ

準備

5 8/8 木
aに同行

地盤調査打合せ
aに同行

6 8/9 金 同上

7 8/10 土 同上

8 8/11 日 同上

9 8/12 月
aに同行

ワークショップ準備

10 8/13 火
ハノイ→東京 Phu Tho,

Tuyen Quang DOET協議 aに同行 建築関連調査 建築関連調査 積算関連調査
車輌・人員手配

資料作成

11 8/14 水

12 8/15 木
    サンプル調査
BG-14   Dai Lam
BG-14S Dai Lam

    ワークショップ
TN-9 Doi Can

    サンプル調査
BG-14  Dai Lam
BG-14S Dai Lam

    サンプル調査
BG-14  Dai Lam
BG-14S Dai Lam

    サンプル調査
BG-14  Dai Lam
BG-14S Dai Lam

bに同行

13 8/16 金
Phu ThoDOET協議後
Tuyen Quangへ移動

Phu ThoDOET協議後
Tuyen Quangへ移動

Phu Tho DOET 協議
PT-4  Tieu Son

Thai Nguyen DOET
協議
TN-12  Linh Son

　　サイト調査
BG-1  An Chau
BG-1S An Chau

Phu ThoDOET協議後
Tuyen Quangへ移動

14 8/17 土
    サイト調査
TQ-6 Phan Thiet

   ワークショップ
TQ-6 Phan Thiet

　　サイト調査
PT-9   Am Thuong
PT-9S Am Thuong

　　サイト調査
TN-5   Phu Lac
TN-5S Phu Lac

　　サイト調査
BG-2  Phi Dien
BG-2S Phi Dien

bに同行

15 8/18 日

16 8/19 月
    サイト調査
TQ-15 Tan Yen
TQ-3  Bac Muc

   ワークショップ
TQ-15 Tan Yen
TQ-3  Bac Muc

　　サイト調査
PT-18 Yen Luat
PT-16 Thanh Van

　　サイト調査
TN-11  Yen Trach 1
TN-18  Yen Ninh

　　サイト調査
BG-20  Yen Dinh
BG-15  Kien Lao

同上

17 8/20 火
    サイト調査
TQ-11 Yen Huong
TQ-9  Y La

   ワークショップ
TQ-11 Yen Huong
TQ-9  Y La

　　サイト調査
PT-2  T.T. Song Thao
PT-13  Sai Nga

　　サイト調査
TN-10  Bao Cuong
TN-2    Trung Hoi

　　サイト調査
BG-3  Dong Hung 2
BG-17 Thanh Lam

同上

18 8/21 水
    サイト調査
PT-1  Hy Cuong
PT-5  Det

    ワークショップ
PT-1  Hy Cuong
PT-5  Det

　　サイト調査
PT-12 Phu Loc
PT-10 Dong Xuan

　　サイト調査
TN-17   Binh Thanh

　　サイト調査
BG-7  Tri Yen
BG-13 Yen Son

同上

19 8/22 木
    サイト調査
PT-17 Ngoc Quan

    ワークショップ
PT-17 Ngoc Quan

    サイト調査
TQ-16 Hung Thanh
TQ-13  Song Lo 1

　　サイト調査
TN-3  Nam Hoa 1
TN-13 Van Yen

　　サイト調査
BG-12 Hong Ky
BG-4  Cau Go

同上

20 8/23 金
    サイト調査
TQ-5  Thuong Am
TQ-5S Thuong Am

　　サイト調査
TN-20 Lau Thuong
TN-4  Thi Tran Du

　　サイト調査
BG-18 Dong Viet
BG-19 Ninh Son

同上

21 8/24 土 東京→ハノイ

22 8/25 日

23 8/26 月
    サイト調査
TN-1   La Hien
TN-16  Hong Tien

    ワークショップ
TN-1   La Hien
TN-16  Hong Tien

    サイト調査
TQ-17 Dang Chau
TQ-8  Ky Lam
TQ-8S Ky Lam

　　サイト調査
PT-11 Trung Nghia
PT-19 Xuan Loc

　　サイト調査
BG-11 Ngoc Thien 1
BG-16 Hop Thinh

bに同行
積算関連調査

ハノイ

24 8/27 火
    サイト調査
BG-10   Nam Hong
BG-9    Hong Thai

    ワークショップ
BG-10   Nam Hong
BG-9    Hong Thai

    サイト調査
TQ-12 Nang Kha
TQ-1  Thi Tran

　　サイト調査
PT-20  Ha Thach
PT-20S Ha Thach
PT-14  Thanh Mieu

　　サイト調査
BG-5  My Ha
BG-6  Viet Lap

同上 同上

25 8/28 水
    サイト調査
BG-8   Dong Lo 2
BG-8S Dong Lo 2

    ワークショップ
BG-8   Dong Lo 2
BG-8S Dong Lo 2

    サイト調査
TQ-10  Xuan Quang
TQ-10S Xuan Quang

　　サイト調査
PT-7  T.T. Yen Lap
PT-8  Co Tiet

　　サイト調査
TN-19 Ha Chau
TN-7  Thanh Ninh

同上
積算関連調査
バクザン省

26 8/29 木
    サイト調査
TN-16S   Hong Tien
TN-9      Doi Can

TTC Bac Giang
    サイト調査
TQ-2   Vinh Loc
TQ-14  Phuc Thinh

　　サイト調査
PT-15  Vo Mieu 2
PT-15S Vo Mieu 2

　　サイト調査
TN-8  Ba Xuyen
TN-15 Luong Son

同上
積算関連調査
タイグェン省

27 8/30 金
    サイト調査
TQ-7  Thai Binh
TQ-4  An Tuong

　　サイト調査
PT-3  Phuong Trung
PT-6  Van Lung

　　サイト調査
TN-6  Tan Huong
TN-14 Tan Phu

同上
積算関連調査

トゥエンクワン
省、フートー省

MOET協議
DfID・世界銀行協議

バクザン省教育訓練局表敬
Thai Dao 小学校視察（草の根無償資金協力校）
BG-9 Hong Thai 小学校視察（本計画候補校）

タイグェン省教育訓練局表敬
TN-3 Nam Hoa 1小学校視察（本計画候補校）
TN-6 Than Huong 小学校視察（本計画候補校）

MOETミニッツ協議
NORAD・Oxfam協議

業務主任／
建築計画

教育環境／
社会環境

建築設計１／
運営維持管理

資料整理

団内中間報告・調整（ハノイ）

教育概況調査

教育概況調査

団内協議・資料整理

東京→ハノイミニッツ署名
JICA事務所報告

サイト調査関係者　説明会

業務調整

団内協議・資料整理

官団員
施工調達
計画／積算

建築設計２

バッカン省教育訓練局表敬
Vi Houng 小学校視察（フェーズ１協力対象校）
Xuat Hua 小学校視察（フェーズ１協力対象校）

大使館・JICA事務所表敬
教育訓練省(MOET)協議

施工調達
計画／積算２
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a b c d e f 自主補強

日時

横山章 倉田知幸 吉澤博幸 稲垣豊 日野勝 平田万由里 一番ヶ瀬佳昭

11日間 45日間 30日間 45日間 30日間 35日間 30日間

28 8/31 土

29 9/1 日

30 9/2
月
祝

建築関連調査
ハノイ→東京

建築関連調査 設備関連調査 積算関連調査
ハノイ→東京

eに同行

31 9/3 火 同上 同上 同上 同上 ハノイ→東京

32 9/4 水 同上 同上 同上 同上

33 9/5 木 同上 同上 同上 同上

34 9/6 金 同上
    サイト調査

TN-１7S  Binh Thanh cに同行 同上

35 9/7 土 同上 建築関連調査 設備関連調査 同上

36 9/8 日 団内協議

37 9/9 月 建築関連調査 建築関連調査 結果整理 調達関連調査

38 9/10 火
ハノイ市内小学校視察
（WB,　National
Standard）

aに同行
ハノイ→東京

同上

39 9/11 水 建築関連調査 建築関連調査 　 同上

40 9/12 木 教育省協議 同上 　 同上

41 9/13 金 教育省協議
    サイト調査
TQ-１８ Son Nam 　 地盤調査立会い

42 9/14 土 補足調査 補足調査 同上

43 9/15 日 団内協議 団内協議
ハノイ→東京

44 9/16 月 報告 報告

45 9/17 火
ハノイ→東京 ハノイ→東京

　

２－２　基本設計概要説明調査

横山章 吉澤博幸 平田万由里

８日間 10日間 10日間 ７日間

1 1/9 木

2 1/10 金

3 1/11 土

4 1/12 日 東京→ハノイ

5 1/13 月

6 1/14 火

7 1/15 水

8 1/16 木

9 1/17 金

10 1/18 土

２－３　基本設計概要説明調査　第２次

横山章 一番ヶ瀬佳昭

5日間 7日間 7日間

1 8/10 日

2 8/11 月

3 8/12 火

4 8/13 水

5 8/14 木

6 8/15 金

7 8/16 土

業務調整官団員
業務主任／
建築計画

教育環境／
社会環境

建築設計１／
運営維持管理

団内協議・資料整理

建築設計２
施工調達
計画／積算

団内中間報告・調整（ハノイ）

団内協議・資料整理

日時
官団員

業務主任／
建築計画

建築設計１／
運営維持管理

業務調整／
教育・社会環境

東京→ハノイ

大使館・JICA表敬、教育訓練省協議

補足調査

午前：団内協議、午後：教育訓練省協議　

大使館・JICA報告、補足調査

ハノイ→東京

団内協議・資料整理

午前：補足調査、午後：教育訓練省協議

午前：IRDS協議、午後：教育訓練省協議

午前：教育訓練省協議、午後：団内協議

団内協議・教育訓練省協議

日時
官団員

業務主任／
建築計画

建築設計１／
運営維持管理

資料整理・教育訓練省協議

団内協議・ミニッツ協議

ハノイ→東京

施工調達
計画／積算２

教育訓練省協議・大使館表敬

東京→ハノイ

JICA表敬・教育訓練省協議
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３． 関係者（面会者）リスト 
 

Ministry of Education and Training (MOET) 

Dr. Le Vu Hung 

Ms. Dang Huynh Mai   

Vice Minister 

Vice Minister  

Mr. Trinh Quoc Thai 

Mr. Dao Duc Chung 

Dr. Bui Cong Tho 

Mr. Tran Ba Viet Dzung 

Mr. Le Duc Long         

Vice Director of Primary Education Dept. 

Vice Director of Planning and Finance Dept. 

Vice Director of International Relations Dept. 

Director General of International Relations Dept. 

Senior Expert of International Relations Dept. 

Ms. Nguyen Hong Hanh 

Mr. Cong Van Le 

Expert of Primary Education Dept. 

Expert of Planning and Finance Dept. 

Ms. Nguyen Thuy Loan 

Ms. Tran Lan Anh 

Expert of International Relations Dept. 

Expert of International Relations Dept. 

Dr. Tran Thanh Binh Director of Institute for Research and Design of Schools 

 (IRDS) 

  

Dr. Pham Chi Dai Vice Director of IRDS 

Mr. Trinh Quang Kien Architect of IRDS 

Mr. Quach Xuan Cau Former Expert of IRDS 

  

  

Ministry of Planning and Investment 

Dr. Duong Duc Ung Director General of Foreign Economic Relations Dept. 

 

Bac Giang Province, Department of Education and Training (DOET) 

Mr. Nguyen Nhung Director of DOET 

Mr. Nguyen Dao Director of Planning and Finance Div. 

Mr. Tres Vas Thang Director of Primary Education Div. 

Mr. Vu Dang Hung Vice Director of Primary Education Div. 

  

Thai Nguyen Province, Department of Education and Training (DOET) 

Ms. Long Thi Minh Hoa Vice Director of DOET 
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Mr. Pham Ngoc Tuyen Head of Finance and Planning Div. 

Mr. Nguyen Van Boi Expert of Primary Education Div. 

Mr. Hong Van Ta Expert of Construction Div. 

  

Tuyen Quang Province, Department of Education and Training (DOET) 

Mr. Nguyen The An Director of DOET 

Mr. Ngo Ba Nhuong Head of Planning and Finance Div. 

Mr. Tran Ngoc Rinh Expert of Planning and Finance Div. 

Ms. Le Phuong Lien Expert of Primary Education Div. 

 

Phu Tho Province, Department of Education and Training (DOET) 

Mr. Nguyen Van Lien Vice Director of DOET 

Mr. Ha Van Sy Head of Primary Education Div. 

Mr. Nguyen Van Sac Head of Primary Education Div. 

Ms. Chu Shien Deputy Head of Primary Education Div. 

Mr. Pham Hung Thao Deputy Head of Planning and Finance Div. 

Mr. Phung Thi Hoang Official of Education Div. 

 

Bac Kan Province, Department of Education and Training (DOET) 

Mr. Nguyen Van Ban Director of DOET 

Mr. Nguyen Hoang Thap Head of Planning and Finance Div. 

Mr. Ha Ly Hung Head of Universal Education Div. 

Mr. Hua Minh Thong Head of the Board for the Infrastructure Construction 

Projects 

Ms. Nguyen Pluong Thanh Head of Administration Div. 

Mr. Ha Va Lien Expert of Infrastructure Construction 

Ms. Pham Thih Hien Expert of Universal Education 

Mr. Hua Luan Vach Head of Education and Training Div. 

 

世界銀行 (The World Bank) 

Mr. Christopher Shaw Lead Human Development Specialist 

Ms. Vu Thanh Binh Education Officer 
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英国国際開発庁 (DfID) 

Ms. Nguyen Thi Hue Office Manager / Deputy Program Manager 

  

ノルウェー国際開発庁 (NORAD) 

Ms. Marit Roti Counselor (Development Cooperation) 

Mr. Tran Trong Chinh Advisor (Development Cooperation) 

 

OXFAM 

Ms. Nguyen Hong Giang Senior Program Officer 

  

在ベトナム日本国大使館 

Mr. Kenji Miyagawa 一等書記官 

Mr. Satoshi Uotani 二等書記官 

Mr. Takuya Takigawa      二等書記官 

 

JICA ベトナム事務所 

金丸 守正 

菊池 文夫 

白川 浩 

所長 

所長 

所員 

菅野 祐一 所員 

田畑 直子 企画調査員 

Ms. Dao To Cam Assistant Program Officer 
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６．基本設計概要表 

１．協力対象事業名 

ベトナム国北部山岳地域初等教育施設整備計画 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 

（１）我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 
ベトナム国（以下「ベ国」）は東南アジアにおいてインドネシアに次ぐ第 2 の人口規

模を有するのみならず、地政学的にも重要な位置を占めており、その政治的安定と経済

発展の達成は、東南アジア地域全体の安定と発展にとって非常に重要である。98 年末に

は ASEAN 首脳会談を開催するなど、ASEAN における地歩も固めつつあり、将来的に

は ASEAN 内部における発言力も増大していくものと思われる。また、ドイモイ政策に

よる市場経済化の進展と対外開放は国際的に見ても望ましい方向として評価されるもの

であり、こうした努力を支えていくことは我が国として重要である。 

（２）当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 
ベ国における初等教育の純就学率はほぼ 100％に達しており、初等教育へのアクセス

は急速に改善されている。このような状況のなか、ベ国政府は、教育セクター全体の上

位計画である「教育開発戦略計画 2001―2010 年」及びこの計画と軸を共にする初等教

育分野の上位計画である「国家初等教育開発計画」を策定し、教室の建設によって教室

不足を解消し、初等教育レベルにおける全日制への移行を順次行うことにより教育の質

的向上を図っていくことを目標として掲げている。 
本計画の対象地域である北部山岳地域（北東部）は、純就学率 98.0％と高い就学率が

達成されているものの、多くの学校が窓、ドアのない簡易につくられた仮設校舎や老朽

化した木造校舎で授業を実施している等、適切な学習環境が確保されていない。また、

教室不足が国家目標である全日制の導入を阻む障害の一つとなっており施設整備のニー

ズは高い。 

３．協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

仮設教室の立て替え及び教室の増設を通じ、全日制授業の実施可能なクラス数の増加を図ると

共に、これら初等教育施設における教育環境を向上させる。 

４．協力対象事業の内容 

（１）対象地域 
北部山岳地域の４省（バクザン省、タイグェン省、トゥエンクワン省、フートー省） 

（２）アウトプット 
ベトナム国北部山岳地域の初等学校 48 校において、教育施設が整備される。 

（３）インプット 
【日本側】 
・ 計画対象 48 校における 404 教室、校長室、教材室の建設 
・ 上記各室における教育家具の整備 
・ 計画対象校 48 校における便所施設の建設 
・ 施設の維持管理についての技術指導 

【相手国側】 
・ 擁壁の建設 
・ 盛土、切土などの整地工事 
・ 既存障害物の撤去 
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・ 仮設道路建設 
・ 建築に付随するインフラ引き込み、その他付帯工事 
・ 代替え教室の確保 
・ 適切な教員確保 

（４）概算事業費 
概算事業費 13.67 億円（日本側 13.60 億円、ベトナム国側 0.07 億円） 

（５）スケジュール 
詳細設計期間を含め約 54 ヶ月の工期を予定。 

（６）実施体制 
責任機関：教育訓練省 
実施機関：国際関係局、計画財務局、初等教育局 

５．プロジェクトの成果 

（１）プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模 
計画対象 48 校の就学生徒、 
裨益人口：22,173 人（2006 年） 

（２）事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標 

 2002 年（実施前） 2006 年（実施後） 

計画対象校における仮設教室数 61 教室 0 教室 

計画対象校における全教室数※１ 245 教室 649 教室 

1 教室当たりの生徒数※２ 107.4 人／教室 34.2 人／教室 
全日制授業の実施可能なクラス

数の割合※３ 31.75% 99.2％ 

※１：現状で継続使用可能な教室のみを算出。継続使用が困難な教室数は含めない 
※２：１教室数当たりの生徒数＝全生徒数÷全教室数 
※３：全日制授業の実施可能なクラス数の割合：全教室数÷適正クラス数 
   適正クラス数＝全生徒数÷35 人 

６．外部要因リスク（事業の目的（プロジェクト目標）の達成に関するもの） 

（１）計画対象校における就学人口が想定以上に変動しないこと。 

７．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる評価指標 
① 計画対象校における「1 教室当たりの生徒数」 
② 計画対象校における「全日制授業の実施可能なクラス数の割合」 

（２）評価のタイミング 
2006 年以降 
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